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はじめに

第266回の委員会では、賃貸住宅契約の賃

料支払債務の保証委託契約が、保証委託料が

支払われていないことを理由に更新されず、

保証期間満了により終了したとされた事例

（東京地裁平成22年12月21日判決）を取り上

げた。

判決では、「本件委託契約は有償かつ期間

の定めがある保証委託契約であることからす

れば、たとえ本件賃貸借契約が継続している

としても、保証委託料が支払われない場合に

まで本件委託契約等を更新させることはない

というのが当事者の合理的意思であると推測

される。」とした。

委員会では、本契約の条項の本来の趣旨は

保証委託料の支払がされない場合でも保証委

託契約が継続するという保証委託者の便宜の

ための条項とも考えられ、また、保証人に賃

借人が保証委託料を支払わないという合理的

期待が認められるものではないと考えられ、

本判決の判断には違和感がある等の意見が出

された。また、連帯保証契約に係る連帯保証

人の明渡等の権限等については、連帯保証人

は、占有しているものでもなく、明渡しの権

限は基本的には認められず、義務もないと考

えられる等の意見が出された。

賃貸住宅契約の（連帯）保証契約について

は、いろいろ検討整理すべき課題が多いと考

えられ、今後とも判例等の動向を注視してい

く必要がある。

［事務局］

１　委員会資料

＜概要＞

賃貸借契約に基づく借主の賃料支払債務を

保証することを業とする株式会社である原告

が、借主の原告に対する求償債務を連帯保証

した被告に対し、立替払いした未払賃料等の

支払を求めた事案において、借主と原告間の

委託契約及び原被告間の連帯保証契約の各契

約書の記載から読み取れる契約当事者の意思

は、保証委託料が入金されない場合まで委託

契約等が当然に更新されるものではないとい

うものであると解し、委託契約等は更新され

ず保証期間満了により終了したと認定して原

告の請求を棄却した事例

＜事実関係＞

１　Ｘは、平成18年５月30日、有限会社Ａが
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Ｂから東京都港区所在の建物を賃借する契

約（以下「本件賃貸借契約」という。）を

締結するに際し、ＡがＢに対して負担する

賃料支払債務につき、Ａから委託を受けて

（以下「本件委託契約」という。）連帯保証

した。その際に、ＡはＸに対し保証料を支

払った。

盧　賃貸保証委託契約書の内容

ア　保証期間については、「（終期）」とし

て、「２年間」、「３年間」、「明渡完了ま

で」の３つの記載があるうちの「３年間」

に○印が付されており、第３条１項には

「本件委託契約の保証期間は、左記記載

の始期と終期の通りとする。」との記載

がある。

イ　第５条２項、４項、５項には、「乙

（賃借人Ａ）及び丙（Ｙ）は本件賃貸借

契約の更新時には必ず本件委託契約も更

新するものとする。」、「甲（Ｘ）が保証

の更新を拒絶する場合は乙（賃借人Ａ）

及び賃貸人（Ｂ）に対し本件委託契約終

了の90日前までにその旨を通知する事と

する。前記の通知が弊社（Ｘ）よりない

限り本件委託契約は自動更新するものと

する。」、「本件委託契約を締結せずに更

新する場合（自動更新）でも、甲（Ｘ）

が保証継続料の入金を本件委託契約期間

満了の日までに確認した場合、本件委託

契約は成立する」との記載がある。

盪　賃貸保証受託契約書

〔事務局注：Ｘを委託者として、Ｂ（実

際はＢの代理人であり、保証会社の会員で

ある宅建業者C）が賃貸保証業務（入金状

況の確認等）の受託をする契約〕

上記賃貸保証委託契約書と同内容の記載

のほか、第15条１項、２項には、「甲（Ｘ）

は本件委託契約の更新を不相当とする事由

が認められる場合には更新を拒絶すること

ができる。甲（Ｘ）が保証の更新を拒絶す

る場合は乙（Ａ）及び賃貸人（Ｂ）に対し

本件委託契約満了日の90日前までにその旨

を通知する事とする。前記の通知が弊社

（Ｘ）より無い限り本件委託契約は自動更

新するものとする。」、「新たに本件委託契

約書を作成しない場合であっても、保証継

続料の入金を本件委託契約期間満了の日ま

でに確認した場合、本件委託契約は更新さ

れる（自動更新）。」との記載がある。

２　ＸとＡは、同日、Ｘが本件委託契約に基

づきＡの債務を弁済した場合には、ＸはＡ

に対して上記弁済額の求償権及びこれに対

する弁済の日の翌日から支払済みまで年

14．6％の割合による約定遅延損害金支払

請求権を取得することを合意した。

３　Ｙ〔事務局注：Ａの代表取締役の夫〕と

Ｘは、同日、本件委託契約に基づきＡがＸ

に対して負担する債務をＹが連帯保証する

旨の合意をした（以下「本件連帯保証契約」

という。）。

〔事務局注：上記２・３の内容は賃貸保

証委託契約書に記載されている。〕

４　Ｘは、平成22年３月２日、Ａの平成21年

12月分及び平成22年１月分の未払賃料

合計453万6000円を弁済した。上記弁済に

係る送金手数料は1470円であった。

＜争点及び主張＞

本件委託契約及び本件連帯保証契約が期間

満了により終了したか否か。

（Ｙの主張）

本件委託契約等は、その期間を平成18年

６月１日から３年間と規定している。本件

委託契約等の期間更新の要件は、保証継続

料の入金であるところ、上記保証継続料は

入金されていない。したがって、本件委託

契約等は、平成21年５月31日の経過により
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終了したから、その後にＸがＡの賃料債務

を弁済したとしても、Ｙに対して本件連帯

保証契約に基づき保証債務の履行を求める

ことはできない。

（Ｘの主張）

盧　保証継続料の入金は本件委託契約等の期

間更新の要件ではなく、保証継続料が支

払われない場合にＸは本件委託契約等の更

新を認めないことができるというにすぎな

い。連帯保証人は専らＸの求償権を確保す

るための存在であるから、連帯保証人から

一方的に本件委託契約等の終了を主張する

ことは許されない。

盪　本件委託契約等は、本件賃貸借契約が更

新されれば当然に更新される前提であり

（契約書５条２項）、ＢとＡは本件賃貸借契

約を平成21年５月31日に更新したから、本

件委託契約等も同時に更新されたというべ

きである。

蘯　期間の定めのある建物の賃貸借におい

て、賃借人のために保証人が賃貸人と保証

契約を締結した場合には、反対の趣旨をう

かがわせるような特段の事情がない限り、

保証人が更新後の賃貸借から生ずる賃借人

の債務についても保証の責めを負う趣旨で

合意がされたものと解すべきである（最高

裁平成９年11月13日第一小法廷判決・裁判

集民事186号105頁参照）。

本件において、ＹはＢに対する賃料債務も

連帯保証しており、更新後の賃貸借から生ず

るＡの債務についても保証の責めを負う趣旨

で本件委託契約を締結したものというべきで

ある。

＜判決の要旨＞

裁判所は、次のように述べ、Ｘの請求を棄

却した。

「まず、上記各契約書の保証期間に関する

記載によれば、保証期間が平成18年６月１日

から３年間であり、平成21年５月31日をもっ

て期間が満了したことは明らかである。

そこで、本件委託契約等が更新されたか否

かについて検討するに、上記各契約書の記載

から読み取れる契約当事者の意思は、Ｘから

期間満了の９０日前までに更新拒絶通知がされ

ない限り本件委託契約等は自動更新される

が、その場合についても、保証委託料の支払

は必要であり、保証委託料が入金されない場

合まで当然に更新されるものではないという

ものであることが認められる。

Ｘは、保証継続料の支払は本件委託契約等

の期間更新の要件ではないと主張するが、そ

のような趣旨は契約書から当然には読み取れ

ないし、本件委託契約は有償かつ期間の定め

がある保証委託契約であることからすれば、

たとえ本件賃貸借契約が継続しているとして

も、保証委託料が支払われない場合にまで本

件委託契約等を更新させることはないという

のが当事者の合理的意思であると推測される

から、上記主張は採用することができない。

保証継続料の支払がなくても、これにより不

利益を受ける側であるＸが更新を認めるので

あれば、保証継続料の支払がないことにより

不利益を受けるわけではないＹの側から本件

委託契約等の終了を主張することは相当では

ないという考えもできなくはないが、本件の

ような有償かつ期間の定めがある保証委託契

約の事案においては、受託者の求償権につき

連帯保証をした者は保証継続料の支払がされ

ないことにより保証委託が終了し保証債務か

ら解放されることに対し合理的な期待を有し

ているというべきであるから、Ｙが本件委託

契約等が更新されなかったことを主張するこ

とが不当であるとはいえない。

また、Ｘは、最高裁平成９年11月13日第一



小法廷判決を引用し、特段の事情がない限り、

保証人は更新後の賃貸借から生ずる賃借人の

債務についても保証の責めを負う趣旨で保証

契約を締結する意思であったと推測される旨

の主張をする。しかし、上記判例は賃貸借契

約の保証に関するものであって有償の保証委

託契約に係る求償権の保証に関するものでは

ないから、本件とは事案を異にするものであ

る。」

「以上によれば、本件委託契約等は、平成

21年５月31日の経過により終了したというべ

きである。Ｘは、その後支払った賃料につき、

Ａに対して民法上の求償請求をすることがで

きるが、Ｙに対して本件委託契約ないし本件

連帯保証契約に基づき求償することはできな

い。」

２　論点

盧　本判決についての評価如何。

本判決では、保証委託契約が「保証委託

料が入金されない場合まで当然に更新され

るものではない」とされているが、他方で、

賃貸借契約が更新された場合には保証委託

契約も更新されるとして保証委託料の支払

を命じた事例（東京地判平成21年10月15日

WL。参考資料参照）があるが、どのよう

に考えるべきか。

（本判決は、本件契約書条項の内容（「賃貸

借契約の更新時には必ず本件委託契約も更

新する」としながら、「本件委託契約を締

結せずに更新する場合（自動更新）でも、

…保証継続料の入金を…確認した場合、本

件委託契約は成立する」との記載がある

点）、あるいは保証会社への債務を連帯保

証するという契約形態における連帯保証人

からの主張に配慮した、個別特有の判断と

捉えることができるか。東京地判平成21年

10月15日のように、賃貸借契約更新の際に

賃貸保証システムも更新する旨の特約があ

る場合、あるいはそのような特約がなくて

も、賃貸借契約が更新された場合には保証

委託契約も更新されると判断されることが

一般的と考えられるか。）

盪 本事例のような場合で、賃借人の賃料未

払いはなかったが、保証料の支払がなされ

ない場合、保証料の支払がないことを理由

に、賃貸人として賃貸借契約を解除するこ

とが認められるか。

（直ちにでなくても、賃貸人として賃借人

に保証委託料の支払による保証委託契約の

締結を催告しても賃借人が保証料を支払わ

ず、保証委託契約が締結されない場合はど

うか。あるいは、保証委託契約が更新され

ないことだけでは解除は認められず、実際

に賃貸人の賃料未払いが数カ月に及び、信

頼関係が破壊されたと認められる場合には

じめて賃貸借契約の解除が認められるか。）

蘯 賃貸住宅契約における通常の（自然人の）

連帯保証人による連帯保証契約において、

連帯保証人が死亡等でいなくなり、替わり

の連帯保証人が確保できないような場合

に、賃貸住宅契約の解除が認められるか。

その旨を契約書に定めている場合はどう

か。

（もともと賃借人の資力等に不安があり、

連帯保証人の存在が賃貸借契約の成立・存

続の前提条件であるような特段の事情がな

い限り、連帯保証人が確保されないだけで

は、賃貸借契約の解除は認められず、実際

に賃貸人の賃料未払いが数カ月に及び、信

頼関係が破壊されたと認められる場合には

じめて賃貸借契約の解除が認められるか。）
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盻 連帯保証人に対し、賃借人が所在不明の

場合に賃貸住宅契約を解除する権限や、解

除に伴う物件の明渡し・残置物の処理等の

権限を委任する条項を盛り込んでいる例が

あるが、このような条項は有効か。このよ

うな条項があっても、残置物の処理等が自

力救済として不法行為とされる場合もある

か。連帯保証人の負担軽減のための条項と

いうことで、債権者の自力救済とは異なる

判断となるか。

（賃貸人、管理会社あるいは保証会社が賃

貸住宅契約を解除する権限や、解除に伴う

物件の明渡し・残置物の処理等の権限を委

任する条項を盛り込んでいる場合において

も、自力救済として不法行為とされる裁判

例があるのと同様か。）

３　委員会における指摘事項

盧 本事例について

・本契約の条項の本来の趣旨は保証委託料

の支払がされない場合でも保証委託契約

が継続するという保証委託者の便宜のた

めの条項とも考えられ、また保証人に賃

借人が保証委託料を支払わないという合

理的期待が認められるものではないと考

えられ、本判決の判断には違和感がある。

仮にＸがＡに対して保証委託料の支払

を請求したら、東京地判平成21年10月15

日のように保証委託契約が継続している

という判断もされた可能性も高いと考え

られる（家賃を滞納するような賃借人が

保証委託料を支払わない場合が考えられ

るが、本判決のような判断となると、賃

貸借契約は継続しておきながら、保証委

託料は支払う必要がないというモラルハ

ザード的な問題も生じるおそれがある）。

・最判平成９年11月13日判決について、賃

貸借契約の保証と、有償の保証委託契約

に係る求償権の保証で事案を異にするも

のであるとの本判決の判断が必ずしも合

理的とも考えられず、同最高裁判決の判

断は保証期間が契約上明示されていない

ことも反映している点で異なるものと理

解すべきものではないかと考えられる。

・本事例の判断においては、保証契約の内

容も踏まえ判断すべきと考えられる。

盪　賃貸住宅契約の（連帯）保証契約につい

て

衢）替わりの連帯保証人が確保できない場合

（論点３）

・替わりの連帯保証人が確保できないこと

だけを理由に賃貸借契約が解除できると

解すべきではないと考えられる。

衫）連帯保証人の明渡等の権限等（論点４）

・連帯保証人は、占有しているものでもな

く、明渡しの権限は基本的には認められ

ず、義務もないと考えられる（学説も連

帯保証人に明渡義務があるとしているも

のでなく、明渡に関係した損害が生じた

場合の損害賠償債務について責任がある

と言っているものと考えられる）。

・契約書で権限委任することも考えられる

が、他方で契約で自力救済条項があって

も管理業者等の残置物処分等が不法行為

とされる例も多く、慎重な対応が必要と

考えられる。ただ、実際上は親族等が行

う場合はあまり問題になっていないとい

う実態ではないかと思われる。

袁）連帯保証契約の終了、保証人の責任

・貸金等根保証契約（民法465条の２）で

は極度額の制限が設けられたが、賃貸住

宅契約の連帯保証ではそのような定めが

ないところ、賃貸住宅契約の連帯保証に

ついても保証人の責任の限定も課題とし



て認識される。

・判例で保証人の特別解約権（期間の定め

のない保証契約）が認めたものがあるが、

その再評価なども必要とも考えられる。

衾）いずれにしても、賃貸住宅契約の（連帯）

保証契約については、いろいろ検討整理す

べき課題が多いと考えられる。

４　参考資料（裁判例）

○東京地判平成21年10月15日ウエストロー

ジャパン

賃貸借契約の保証委託契約につき、保証会

社が、賃貸借契約の更新に伴い本件保証委託

契約も更新されたと主張して、賃借人等に対

して再保証委託料等支払を求めた事案におい

て、Ｙが、本件賃貸借契約のみを更新し、本

件保証委託契約の更新を拒絶することはでき

ないとして、保証会社の請求を認め、保証委

託料の支払を命じた事例

〔事実関係〕

盧 有限会社Ａと控訴人有限会社Ｙは、平成

18年７月21日、Ａを賃貸人、Ｙを賃借人と

して、以下の内容の賃貸借契約（賃料　月

額84万円、使用目的　飲食店及び事務所）

（以下「本件賃貸借契約」という）を締結

した。

・賃貸期間

①　平成18年７月21日から平成20年７月20

日まで

②　期間満了の６か月前までに、Ａ又はＹ

が相手方に対して書面による更新拒絶の

意思表示をしない場合は、本件賃貸借契

約は、２年間自動的に更新される。

・特約　Ｙは、本契約〔本件賃貸借契約のこ

と〕締結にあたり、Ａが指定する賃

貸保証システムに加入するものとす

る。又、本契約更新の際、賃貸保証

システムも更新することする。尚、

保証委託契約料、更新料は乙の負担

とする。（以下「本件特約」という。）

盪 ＹとＸは、平成18年７月21日、Ｙを委託

者、Ｘを受託者として、本件賃貸借契約に

つき以下の内容の保証委託契約（以下「本

件保証委託契約」という。）を締結し、Ｙ

の代表者である控訴人Ｙ１は、ＹのＸに対

する本件保証委託契約に基づく債務を書面

により連帯して保証した（甲２）。

・保証委託料　84万円（消費税相当額込み）

・保証委託期間

①　平成18年７月21日から平成20年７月20

日まで

②　本件賃貸借契約が更新された場合に

は、保証委託期間は、本件賃貸借契約の

更新期間分延長する。

③　本件保証委託契約が更新された場合、

Ｙは、Ｘに対し、再保証委託料として、

保証委託期間の更新開始日の１週間前ま

でに賃料月額及びこれにかかる消費税相

当額の合計（合計８４万円）を再保証委託

料として支払うものとする。ただし、本

件保証委託契約の更新前の保証委託期間

内に賃料等の延滞期間が１度も10日間を

超えたことがない場合には、再保証委託

料は上記金額の30％相当額（25万2000円）

とする（以下、上記②及び③についての

条項を併せて「本件自動更新条項」とい

う。）。

蘯 ＸとＡは、平成18年７月21日、書面によ

り、ＸがＡに対し、本件賃貸借契約締結日

からＹの本件建物の明渡日までの間、Ｙの

Ａに対する本件賃貸借契約上の債務を保証

するとの内容の保証契約（以下「本件保証

契約」という。）を締結した（甲５）。

盻 Ｙは、Ｘに対し、平成20年３月か４月
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ころ及び同年５月か６月ころ、本件保証

委託契約の更新を拒絶する旨通知した。

眈 本件賃貸借契約については、Ｙ及びＡ

のいずれからも更新拒絶の意思表示がな

かったので、本件賃貸借　契約は、同年

７月21日、更新された。

原判決は、Ｙが、本件賃貸借契約のみを更

新し、本件保証委託契約の更新を拒絶するこ

とはできない等として、Ｘの請求を全部認容

したので、これを不服とする控訴人らが控訴

した。

〔判旨〕

控訴人らは、Ｙが本件賃貸借契約のみを更

新し、本件保証委託契約の更新を拒絶するこ

とができると主張する。

しかし、……本件賃貸借契約及び本件保証

委託契約には、Ｙが本件賃貸借契約のみを更

新し、本件保証委託契約の更新を拒絶するこ

とができる旨を定めた規定はない。かえって、

本件賃貸借契約には本件特約として、本件保

証委託契約には本件自動更新条項として、本

件賃貸借契約が更新された場合には、本件保

証委託契約も更新されることが明記されてい

るのであるから、Ｙが本件賃貸借契約のみを

更新し、本件保証委託契約の更新を拒絶する

ことはできないというべきである。したがっ

て、控訴人らの上記主張は採用することがで

きない。

○最判平成９年11月13日判タ969号126頁

期間の定めのある建物賃貸借における保証人

は、原則として、更新後の賃貸借契約に基づ

く債務についても責任を負うとされた事例

〔住宅、自然人による連帯保証〕

「建物の賃貸借は、一時使用のための賃貸

借等の場合を除き、期間の定めの有無にかか

わらず、本来相当の長期間にわたる存続が予

定された継続的な契約関係であり、期間の定

めのある建物の賃貸借においても、賃貸人は、

自ら建物を使用する必要があるなどの正当事

由を具備しなければ、更新を拒絶することが

できず、賃借人が望む限り、更新により賃貸

借関係を継続するのが通常であって、賃借人

のために保証人となろうとする者にとって

も、右のような賃貸借関係の継続は当然予測

できるところであり、また、保証における主

たる債務が定期的かつ金額の確定した賃料債

務を中心とするものであって、保証人の予期

しないような保証責任が一挙に発生すること

はないのが一般であることなどからすれば、

賃貸借の期間が満了した後における保証責任

について格別の定めがされていない場合で

あっても、反対の趣旨をうかがわせるような

特段の事情のない限り、更新後の賃貸借から

生ずる債務についても保証の責めを負う趣旨

で保証契約をしたものと解するのが、当事者

の通常の合理的意思に合致するというべきで

ある。もとより、賃借人が継続的に賃料の支

払を怠っているにもかかわらず、賃貸人が、

保証人にその旨を連絡するようなこともな

く、いたずらに契約を更新させているなどの

場合に保証債務の履行を請求することが信義

則に反するとして否定されることがあり得る

ことはいうまでもない。

以上によれば、期間の定めのある建物の賃

貸借において、賃借人のために保証人が賃貸

人との間で保証契約を締結した場合には、反

対の趣旨をうかがわせるような特段の事情の

ない限り、保証人が更新後の賃貸借から生ず

る賃借人の債務についても保証の責めを負う

趣旨で合意がされたものと解するのが相当で

あり、保証人は、賃貸人において保証債務の

履行を請求することが信義則に反すると認め

られる場合を除き、更新後の賃貸借から生ず



る賃借人の債務についても保証の責めを免れ

ないというべきである。」
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